
令和４（202２）年度 北網保健医療福祉連携推進会議 歯科保健医療専門部会 開催報告 

 
１ 日 時：令和５年３月 1日 
２ 場 所：書面開催（新型コロナウイルス感染症対策のため、参集開催を断念し、書面開催とした。） 
３ 出席者：部会委員 10 名、アドバイザー２名、事務局 
４ 内 容（議事） 
（１） 報告事項 

(ア) 令和４年度（2022年度）歯科保健事業について 
① 北見保健所、網走保健所における令和４年度（2022年度）の歯科保健事業実績について報告した。 

 
（２） 意見交換 

(ア) 令和４年度（2022年度）歯科保健事業について 
① 今後歯科医師会が取り組むべき地域の課題は、歯科衛生士・歯科技工士に関連する問題、訪問歯科医療
の拡充不足、高齢歯科医師の閉院に伴う後継者問題、児童相談所への入所者の歯科検診など数多くあり
ます。是非とも問題解決に向けて御協力いただきたい。（北見歯科医師会） 

② コロナで停滞してしまいましたが、各事業大切だと思いますので、次年度実施できると良いと思います。
（訪看ステーション連絡協議会） 

（意見に対する当部の考え・取組など）今後はコロナウイルス感染症の５類移行を踏まえ、歯科保健・医
療に関する地域の課題を抽出し、さらなる地域の関係機関との連携強化を図りながら圏域における歯科保
健対策の推進に尽力して参ります。 

(イ) オホーツク管内における災害発生時の歯科保健医療初動対応について（北見歯科医師会から提案） 
① 今回、災害発生時の初動対応について、各組織の具体的な行動指針を示していただきました。次は各組
織間での連携体制の整備が必要と考えます。（北見歯科医師会） 

② フェーズ０～１というくくりであれば資料の通りでよいと思います。問題は、その後（フェーズ２以降）
で会員以外の先生方の協力をどこまで取り付けられるか？でしょう。（北見歯科医師会） 

③ 災害時に適切な対応が出来る様に支部会員にも連携を周知していきたいと思います（歯科衛生士会オホ
ーツク支部）。 
（意見に対する当部の考え・取組など）今後も平時から求められる公衆衛生機能をベースに、各関係機
関・組織との連携体制の整備など、より具体的な対応について協議を重ね課題を抽出、共有できるよう
努めていきます。 

(ウ) フッ化物洗口の継続及び再開に向けて（北見市教育委員会から提案） 
① 再開に向けては、まず学校歯科医の協力のもと、施設等で集団で行うフッ化物洗口に関する新たなフッ
化物洗口マニュアル「フッ化物洗口の推進に関する基本的な考え方」を用い、学校の体制を整える必要
があります。その上で地域の感染状況を踏まえつつ、早期に各地域の関係者（歯科保健担当部局や教育
担当部局、行政関係者、歯科医師会等）で協議を行い、集団フッ化物洗口の具体的再開時期を判断すべ
きと思います。このまま時期を逸するとフッ化物洗口導入時と同様の手順を踏まなければ実施が困難に
なる可能性があります。（北見歯科医師会） 

② 実施する際に希望調査を行っても、希望しない保護者もかなりいるのではないかと推測されるため、令
和５年度早々に再開することに理解が得られないと考える。約３年間の中断は教職員の中でも未経験者
が増えているため、再開の際にはきめ細やかな進め方が必要と考えています。（北見市教委） 

③ 今後も様々な媒体や活動を通してフッ化物洗口の必要性や予防効果を周知して頂きたいと思います。
（歯科衛生士会オホーツク支部） 
（意見に対する当部の考え・取組など）各施設での速やかなフッ化物洗口の再開に向けて歯科医師会、
市町村、教育局及び教育委員会等関係機関と連携し、積極的に働きかけを行うとともに今後の具体的な
推進策・支援策なども検討する必要があります。 
 

（３） 協議事項 
(ア) 令和４年度 北網地域推進方針 歯科保健医療対策について 

① 障がい者歯科に対応できる歯科医院がある程度遍在できるよう拡充に向けて取り組んでいきたく考え
ております。要介護高齢者や難病療養患者等の診療にあたって病院歯科を含め、地域における病診連携、
保健福祉関係機関との連携ネットワークの確立が必要と考えます。（北見歯科医師会） 

② 北網地域においても歯科医師の高齢化が顕著であり（平均年齢が６０歳前後であり）、少子高齢化してい
ます。人口減少以上に進むことが予想される歯科医院閉院（歯科医師減少）の問題について、抜本的な
対策を講じる時期が迫っているように思います。（北見歯科医師会） 

③ 新型コロナが５類移行になってから各事業が各々再開していくと思われる。フッ化物洗口再開が最も難
しい可能性がある。（北見歯科医師会） 
（意見に対する当部の考え・取組など）人的資源や環境等については、市町村間や日常生活圏域間など
で地域格差があるため、引き続き関係者間で共有を図り、人材確保の対策については時間をかけた検討
が必要と考えております。 
 


